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 農業協同組合合併助成法施行規則（平成４年５月 22 日 農林水産省令第 30 号） 

 

 （事業計画等の認定の申請） 

 第３条 推進法人は、農業協同組合合併助成法（以下「法」という。）第８条第１項の規定による認可を受けようと 

するときは、毎事業年度開始前に（指定を受けた日の属する事業年度にあつては、その指定を受けた後遅延なく）、 

申請書に次に掲げる書類を添え、都道府県知事に提出しなければならない。 

  １ 事業計画書 

  ２ 収支予算書 

  ３ 前事業年度の予定貸借対照表 

  ４ 当該事業年度の予定貸借対照表 

  ５ 前２号に掲げるもののほか、収支予算書の参考となる書類 

 ② 前項第１号の事業計画書には、法第７条各号に掲げる業務の実施に関する計画その他必要な事項を記載しなけれ 

  ばならない。 

 ③ 第１項第２号の収支予算書は、収入にあつてはその性質、支出にあってはその目的に従って区分するものとする。 

    

 （事業計画等の変更認可の申請） 

 第４条 推進法人は、法第８条第１項後段の規定により事業計画又は収支予算の変更の認可を受けようとするときは、 

  変更しようとする事項及びその理由を記載した申請書を都道府県知事に提出しなければならない。この場合において、 

  収支予算書の変更が前項第１項第４号又は第５号に掲げる書類の変更を伴うときは、当該変更後の書類を添付しな 

ければならない。 
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